
　今後の展開方針 注）．例年どおりの事業展開を予定している事務事業については、特段の記載をしていません。

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）

（該当する事務事業）
・今年度導入する保育事務システムを活用し、より一
層の事務の効率化を図るとともに、入所選考基準を見
直し、より適正な入所選考を行います。

（Ｈ25） （Ｈ25）

総合計画審議会記入欄

計画策定時

現状値

構成事業に対する考え方
（事業の量及び実施手法）

・計画を前倒しして実施した150人の定員増による効果を見極めたうえで、さらなる入
所待機児童の解消策を検討します。また、平成２５年の深見台保育園、平成２６年の若
草保育園の民営化に向けて事務を進めます。
・留守家庭の児童を預かる放課後児童クラブについては、一部の公営児童クラブで入所
児童を受け入れられない状況にあり、民営児童クラブへの委託について検討します。

　施策への提言

その他見直し

事業の効率化

認可保育園運営事務

事業の廃止・縮減

既存事業の拡充

・利用の実績を見ながら開所時間や実施場所について
検討していきます。

休日保育事業

新規事業の立案
・保護者が子どもを幼稚園に預けて就労できる環境を
整備するため、幼稚園で実施している預かり保育に対
する支援策を検討します。

目標値
30人

目標値
0人

0人

実績値
119人

（Ｈ23） （Ｈ23）

（Ｈ22） （Ｈ22）

実績値

中間目標値
36人

中間目標値

0人

総合計画掲載指標②

46人
計画策定時

0人
現状値

子どもを育てやすい環境をつくる

　めざす成果

保育所の待機児童数
放課後児童クラブの待機
児童数

働きながら子育てができている

保育園や放課後児童クラブなど、働きながら子育てができる環境が
整っています。

「めざす成果」を達成するための施策展開（ロジックツリー）

総合計画掲載指標①

「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート 「めざす成果」の達成に向けた進行管理シート

２－３－２　働きながら子育てができている

　総合計画体系

　健康領域・基本目標 人の健康・子どもが生き生きと育つまち

　個別目標

主な取り組み内容

【認可保育所への入所を円滑かつ公平に行う】
・入所審査基準を見直し、公表するとともに、保育事務システムを導入し、事務の効率
化を図りました。
【安心して子どもを預けられる環境を整える】
・入所待機児童の解消に向け、「次世代育成支援行動計画（前期計画）」の目標である
定員150名の保育ニーズを賃貸物件を活用した民間認可保育所２園の開設と既存民間
保育所の増改築による定員増により、計画を前倒しして達成しました。
・さらに、23人の任期付保育士を配置し、定員を超える児童の受け入れを行いました。
（平成22年4月1日、公立6園の0～2歳児では定員234人の約117％にあたる273人が入所）
・延長保育、病児保育、休日保育を実施し、多様な保育ニーズに対応しました。
・地場産野菜の使用や、園児の食べたいメニューの園児による考案など、食育を重視し
た保育所給食の充実を図りました。
・認可外保育施設の運営を支援し、多様な保育ニーズへの対応を図りました。
・就労などの理由により放課後児童が帰宅しても適切な保護を受けることができない児
童のために、遊びと生活の場を提供することで、子育て家庭への支援を行いました。

＊再掲・・・複数の「取り組み内容」に係る事務事業について表示しています。 

めざす成果 具体的な施策 取り組み内容 事業名 　担当課

認可保育園運営事務 保育家庭課

民間保育所建設・増設支援事業 保育家庭課

地域育児センター事業 保育家庭課

保育事業（保育園配当） 保育家庭課

保育園給食事業（市立保育園） 保育家庭課

保育園施設維持管理事務（市立保育園） 保育家庭課

保育園健康管理事業（市立保育園） 保育家庭課

公立保育園民営化推進事業 保育家庭課

保育士等研修事務 保育家庭課

民間認可保育園運営支援事業 保育家庭課

民間認可保育園災害補償保険事業 保育家庭課

保育園運営費負担金事業 保育家庭課

認定保育施設運営費助成事業 保育家庭課

認定保育施設整備支援事業 保育家庭課

私設保育施設支援事業 保育家庭課

私設保育施設指導事務 保育家庭課

放課後児童クラブ事業 こども・青尐年課

休日保育事業 保育家庭課

病児保育事業 保育家庭課

保育事業（保育園配当）（再掲） 保育家庭課

認可保育所において、常に良
質な通常保育サービスを受け
られるようにする

認定保育施設、私設保育施設
において、適正な保育サービ
スを受けられるようにする

認可保育所がより多くの入所
児童を受け入れられるように
する

保護者のニーズに応じた保育
サービスを提供する

小学校児童の安全な生活の
場を確保する

安心して子どもを預けられ
る環境を整える

①、②
働きながら子育てができて
いる

入所手続き、保育料の賦課・
徴収を一定の基準で行う

認可保育園の入所を円滑
かつ公平に行う

＊平成22年度に提言を受けています。 


